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は じ め に

平成１６年６月、武力攻撃などから国民の生命、身体、財産を保護し、国民生活に及ぼ

す影響を最小とすることなどを目的として、「武力攻撃事態等における国民の保護のため

の措置に関する法律（国民保護法）」が成立し、同年９月に施行されました。

これを受けて、本市においても、同法や国の基本指針及び広島県国民保護計画、さらに

はパブリック・コメントでの市民意見のほか市議会、関係機関の意見などを参考にしなが

ら、廿日市市国民保護協議会における審議を経て、このたび廿日市市国民保護計画を作成

いたしました。

この計画は、本市が沿岸部から島しょ部や県境の山間部まで含むという地理的特徴を持

つことや、世界文化遺産などの貴重な文化財を有するといった社会的特徴などを踏まえ、

市の国民保護措置のための実施体制、住民の避難や救援の措置、平素から備えておくべき

訓練などを定めたものとなっております。

ところで、今、私たちの周りで、このたびの計画の中で想定しているような武力攻撃な

どの事態が発生すれば、規模の大小にかかわらず、一般住民の方々が巻き込まれ犠牲にな

ることは明らかであります。

したがって、このような悲惨な事態を招かないための取り組みとして、平和のための外

交努力を基本に据えるべきことは当然であります。平素から国をあげて平和外交を積極的

に推進し、諸外国と良好な関係を確立するとともに、国際的にも平和な世界の実現に向け、

先導的な役割を果たしていくことが何よりも重要だと考えます。

しかしながら、いかなる場合においても、住民の生命、身体、財産を守るために全力を

つくしておくことは市の責務であり、万一の武力攻撃事態などの発生に備え、住民へ的確

かつ迅速に保護措置を講ずることのできるよう計画を策定しておくことは有益であると確

信しております。みなさまのご理解とご協力をよろしくお願いいたします。

終わりに、廿日市市国民保護協議会委員の方々をはじめ、熱心なご意見をいただいた市

民、議会及び関係機関等の皆様のご協力に対し、厚くお礼申し上げ、本計画の作成に当た

っての挨拶とさせていただきます。

平成１９年２月

廿日市市長 山下 三郎
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